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1．　はじめに
　わが国における高齢化の急進に伴う諸問題が大きく取り上げられるようにな
って久しい。人口構成の変化に伴って発生する諸問題のみならず，他の先進国
同様に経済的には成熟したわが国での人々の価値観の多様化は，働く人々の勤
労意識，就業スタイル等々にも影響を及ぼしてきた。
　その一端として，高齢者の就業意欲が高まる中，1998年度から60歳定年制
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が義務づけられるようになり，また労働省ではこれをさらにすすめて，希望者
全員に対して最低65歳までの就業機会の確保をするよう，各企業に働きかけ
ている。
　こうした高齢化の現状や，それに伴う諸問題への対応準備のために，高齢者
に関する様々な統計，資料が発表され，個別的には都道府県別，業種別，規模
別，など多様な比較分析や，企業での取り組み事例の研究などが行われてきて
いる。しかしながら，高齢者の雇用という側面に焦点を絞ると，都道府県別の
現状及び特徴は必ずしも明確iにされてきているわけではない。そこで，高齢者
雇用の状況を総合的に把握するための指標づくりを試み，高齢者雇用指標
（EEI＝Elder’s　Employment　Index）として各都道府県の高齢者雇用の現状の，
より的確な把握を試みようというのが本研究のねらいである。
　なお，本稿は爾高年齢者雇用開発協会が実施している都道府県協会合同研究
事業の一環として，平成9年度に㈹福島県雇用開発協会と共に実施した研究
成果の一部である。EEIの設計にあたっては，後に2－2）で述べる視点に立ち，
使用データの選択，算出方法，評価方法についての上記合同研究会における検
討事項を加えて，分析全般とともに筆者が担当した。また，選択したデータの
収集にあたっては，爾高年齢者雇用開発協会の鈴木，黒澤両氏の協力を得た。
2．高齢者雇用指標（EEI）による分析
　1）　指標化の目的
　高齢者雇用実態を指標化する目的は，全国の高齢者雇用実態がどのような状
況にあるかを知り，今後各都道府県が注力すべき領域あるいは方向性を明らか
にすることである。したがって，単に都道府県間で順位を競うことをねらった
ものではなく，自県の実態を知り，また他県の状況を参考にしながら，各都道
府県が相互参照を通じて高齢者雇用促進に向け全体的向上をめざすことを目的
としている。
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　2）EEIの構成
　わが国の高齢者はどのような雇用状況のもとにおかれているのであろうか。
「雇用の状況」を考えるとき，働く人々，働く場所，およびこれら両者を結び
付ける環境の3側面について考えるのが一般的であろう。
　これらの3側面について総合的に見た場合，どのような状況が健全な雇用
環境といえるのだろうか。まず，雇用者の立場から言えぽ，多くの人が働きた
いときもしくは働く必要性のあるとき，個人の持てる能力をもっとも活用でき
る仕事に就くことができ，加えてその雇用が安定して守られているということ
があげられよう。これらに対応する企業の制度的側面では，可能な限り長く継
続して働くことができる制度が整備されていることが必要となる。さらにこれ
ら両者の結合を支援する環境，あるいは社会的制度がその目的に合致して良好
に機能していることが重要であろう。
　これらと本研究の主要課題である高齢者の雇用促進，つまり多くの高齢者が
雇用されることを目指すことを加味すれぽ，上記の状況は次のようにまとめら
れる。すなわち，「多くの高齢老が，働きたいときに，長く，継続的かつ安定
的に働くことができ，企業はそうした高齢者を多く受け入れて活用しており，
社会的環境あるいは制度が両者の結合を適切に支援する体制にある」状況であ
る。
　こうした視点に立ち，また2－1）で述べた指標化の目的を踏まえた上で研究
進行段階において入手可能であったデータの中からEEIを構成する項目とし
て以下の8項目を組み込んだ（表1参照）。
①60歳以上就業率
　60歳以上人口のうちどれくらい多くの人々が就業しているかを表わしてい
る。
　本研究の主要課題は，60歳代前半の雇用実態を地域別に把握することにあ
るが，定年退職等により60歳前後で退職した人々が，必ずしも全員雇用され
ることを望んでいるとは限らない。「定年帰農」という言葉が，一部で流行し
ているように，今日の高齢期の働き方，生き方は多様化している。60歳以上
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の雇用を促進しようとしても，実際の働き手がいないのでは効果が出ない。し
たがって，まずは現在どれくらいの高齢者が「仕事をして」高齢期を送ってい
るのかということに注目することにした。
②60歳以上就職率
　60歳以上の求職者数に対してどれくらいの就職件数があるかを表わす項目。
　ここでの就職率は，60歳以上の月間有効求職者数に対して実際にはどれく
らいの就職が決まったかの割合である。言いかえれぽ，60歳以上のうちどれ
くらいの人数が，働きたいときに働くことができているかを表わしている。
③61歳以上定年制率
　61歳以上の定年年齢を設定している企業がどれくらいあるかを表わす項目。
　1998年4月から60歳以上の定年制が義務づけられた。これに伴い，60歳ま
での雇用機会は，一定の水準でその可能性を高めるだろう。そこで，今後の課
題として，さらに定年年齢が引き上げられる可能性を考え，現在既に61歳以
上の定年年齢を設定している企業がどれくらいあるかを調べることとした。つ
まり，雇用者からみれぽ，長く働くことができる企業がどのくらいあるかを表
わしている。
④65歳以上継続雇用制率
　希望者全員に少なくとも65歳までは雇用を確保する制度を設けいている企
業がどのくらいあるかを表わす項目。
　労働省では，1998年4月から義務づけられた60歳定年制の普及を進めつつ，
同時に希望者全員に対して最低65歳までは多様な雇用形態で雇用を確保する
ことを企業各社に奨励している。このことは，60歳代前半の雇用促進への貢
献が大きいと予測した。そこで，65歳以上の定年年齢を設定している企業と
希望者全員に対して65歳以上の継続雇用制度を設けている企業数を調べるこ
とにした。つまり，雇用者からみれぽ，65歳以上まで継続して働くことがで
きる企業がどのくらいあるかを表わしている。
⑤60歳以上雇用率
　実際に，企業ではどれくらい多くの高齢者を雇用しているのかを表わしてい
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る。
　③，④で制度の普及率を見るが，制度があっても，実際には運用されていな
けれぽ，高齢者の雇用は促進されない。そこで，実際に雇用されている高齢者
の人数を加えることにした。
⑥会社都合退職率
　会社の都合によってやむを得ず退職しなけれぽならない場合がどれくらいあ
るかを表わしている。特に，近年の不況によって，失業者が増加しているのは
周知の通りである。こうした状況は，女性，高齢者といった雇用弱者になり易
い人々により大きな影響を及ぼすだろう。本研究では，年齢別のデータは入手
不可能であったため全年齢について企業の経済的背景を表わす代理変数として
用いた。
⑦　求人倍率
　実際に働きたい人と雇用したい企業がどのようなバランスで存在しているか
を全年齢について表わしている。
表1　EEIの構成
項目の視点 項目名 算出方法 使用データ
多くの人が ①60歳以上就業率 60歳以上就業者／60歳以上人口 総務庁統計局r国勢調査報告』
???????
②60歳以上就職率 60歳以上の就職件数／60歳以上の月間有効求職者数 労働省職業安定局r労働市場年報』
長く ③61歳以上定年制
@率
61歳以上定年制／一律定年制 労働省r高年齢者雇用状況調査』
継続して ④65歳以上継続雇
@用制率
65歳以上定年＋希望者全員65歳以上継続雇用制度／
驪ﾆ総数
労働省r高年齢者雇用状況調査』
多くの人を ⑤60歳以上雇用率 60歳以上の常用雇用者／
S年齢常用雇用老
労働省r高年齢者雇用状況調査』
辞めさせられ
ｸに
⑥会社都合退職率
@（全年齢）
会社都合退職者／全離職者 労働省職業安定局雇用保険課
w雇用保険事業年報』
働きたい人
ﾙ用したい人
⑦求人倍率
@（全年齢）
有効求職者数／有効求人数 労働省職業安定局r労働市場年報』
紹介が可能 ⑧紹介率
@（全年齢）
紹介件数／求職者数 労働省職業安定局『労働市場年報』
注）使用データの入手可能なデータの最新年度分は以下の通りである。
　　『高年齢者雇用状況調査』＝平成9年　　『雇用保険事業年報』二平成8年
　　『労働市場年報』＝平成8年　　　　　　『国勢調査報告書』＝平成7年
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⑧　紹介率
　公共職業安定所において，適職紹介の趣旨から全年齢の求職者に対してどれ
くらいの紹介可能な職業があったかを表わしている。
　⑦，⑧とも働く人々と働く場の結合を促進する場合に影響する要因として取
り上げることにした。なお，常用雇用者の都道府県別，年齢別データは入手不
可能であったため，全年齢について，求職している人々を取り巻く環境を表す
代理変数として用いた。
　上記①～⑧にもとついて，都道府県毎に偏差値を算出し，その値を該当指標
のポイントとして表わした（但し，⑥は逆数でポイソト化）。なお，指標毎お
よび系列毎のポイントは，文末表4および表5を参照されたい。
　これら8項目は，前述したデータ選択時の視点から述べれぽ，①，②は働
く人々に注目したものであり，③から⑥は働く場，すなわち企業もしくは組織
の制度的側面に注目したものである。また⑦と⑧は，働く人と働く場を結合す
る社会的環境あるいは制度の影響もしくは作用の結果を表わすものであるが，
入手できるデータの制限により，全年齢対象の指標とならざるを得なかった。
しかしながら，働く人々及び働く場におおいに影響する経済的環境を反映した
参考値として用いることとした。また，各データとも，本研究の進行中
（1997年12月～1998年2月）に入手可能であった最新のものを使用した。
　3）　分析の視点と評価の区分
　前節で取り上げた8項目についてそれぞれを指標として，3系列に区分し高
齢者雇用指標は以下の3側面（系列）から構成されるものとする。
　・働く人（就業している状態＝「就業系」と呼ぶ）＝前節8項目のうち①～
　　②
　・働ける場所（雇用の場の状況＝「雇用システム系」と呼ぶ）＝前節8項目
　　のうち③～⑥
　・働く人と働く場の結合（供給と需要の結合状況＝「結合系」と呼ぶ）＝前節
　　8項目のうち⑦～⑧
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　こうした3系列に区分することにより，高齢者雇用問題あるいは対策を考
える際に，供給ないし需要サイドの問題なのか，あるいはその結合問題なのか
が明らかになるとともに，その総合的把握も可能となる。
　4）　EE1を用いた評価方法
　3系列8項目のデータをどのように計算し総合評価するかには，多様な方法
が存在する。そこで本研究では試作段階でもあるため，一方法に限定せず以下
のいくつかの方法で算出し分析している。尚，指標作成の都合上，常用雇用者
のみのデータを用いた。
①系列毎の特徴分析（系列毎のデータ項目の平均値分析による都道府県比較）
②総合的比較分析（8項目データの平均値分析による都道府県比較）
③高齢者雇用の類型分析（就業系と雇用システム系の平均値をクロスさせ，そ
れぞれの高低により4プラス1の5類型化により高齢者雇用の実態のパター
ソ化を行う。すなわち各都道府県の高齢者雇用問題において，就業系が進んで
いるのかないしは課題が多いのか，あるいは雇用システム系が進んでいるのか
ないしは課題が多いのかを5パターンによって明らかにする（図1参照）。）
3．　EEIによる分析結果の概要
　1）就業系（2指標）にみる状況
　就業系の平均値がもっとも高いのは山梨県の71．1ポイソトである。逆に最下
位は，沖縄県の28．24ポイソトであった。
　就業系の2指標のうち，就業率がもっとも高いのは，就業系2位の長野県
77．71ポイソトで就業系上位7位までは，石川県（2位）を除いて，就業率が
63ポイソトを越えている。
　最も低い沖縄県は，就業率は46位の福岡県と同値（29．04ポイソト）である
ものの，就職率が他県に比較して著しく低い27．43ポイソトである。これは，
質・量ともに県内の産業構造にも大きく影響されていると考えられる。
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　2）雇用システム系（4指標）にみる状況
　雇用システム系4指標の平均値がもっとも高いのは島根県の68．64ポイント
であった。
　島根県の4指標評価はそれぞれが全般的に高く，中でも61歳定年制率が
82．74ポイントで，同指標が次に高いのが高知県の71．77ポイント，続いて鹿児
島県の66．23ポイントであることを考慮すれぽ，島根県のポイントが他都道府
県と比較して格段に高いことがわかる。
　ちなみに，高知県は61歳以上定年制率では，2番目に高いにもかかわらず，
65歳以上継続雇用制率が48．09ポイントと，4指標平均上位4割の中でも比較
的低いことから，継続雇用制度の最高年齢に加え，定年年齢の上昇が65歳ま
でには十分達していないことが推測できる。同様のことは長崎県についてもい
えるようである。
　65歳以上継続雇用制率は，長野県の72．58ポイントがもっとも高く，次いで
島根県の68．83ポイントがこれに続いている。
　60歳以上雇用率は，上位8位（全都道府県の17％）までが，60ポイントを
こえており，もっとも高いのは山口県の78．40ポイソトであった。
　会社都合退職率を除く3指標を総合的にみて，興味深いのは，愛知県（4指
標平均26位）である。同県では，61歳以上定年制率は49．38ポイントとほぼ全
国平均に近い水準にあり，また65歳以上継続雇用制率も53．67ポイントである
が，60歳以上雇用率が37．05ポイントと前2指標の位置づけ（順位）に比較し
て際立って低い。このことから，制度的にはある程度整備されていても，実際
に雇用されて働く高齢者が少ないといえるのではないだろうか。同様の傾向
は，福島県（4指標平均32位）についても考えられ，60歳以上雇用率の低さが，
4指標の平均値を低下させる要因となっている。
　雇用システム系で平均値がもっとも低い秋田県は，会社都合退職率（逆数
3．06ポイソト）が他に比べてきわめて高く，同指標が平均値全体に大きく影響
している。また，青森県も他3指標は，45ポイント以上，平均48．87ポイント
と全国平均に近いが，会社都合退職率が16．52ポイント（逆数）と高く，結果
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的に雇用システム系では，46位となっている。
　3）　結合系（2指標）にみる状況
　結合系平均でもっとも高いポイントを示したのは，新潟県（2指標平均
71．11ポイント）であり，2位の香川県が68．64ポイソトであった。逆に，結合
系平均がもっとも低いのは，高知県の33．87ポソソト，次いで埼玉県の37．00ポ
イントである。
　結合系のポイントは，概ね求人倍率のポイントに影響されていると言える。
つまり，求人倍率が高い県は，結合系ポイソトが高く，求人倍率が低い県は，
結合系ポイントも低いのが一般的である。
　ただし，岩手県のように求人倍率が15位でも，紹介率が3位である場合は，
結合系ポイソトが5位につけるなど，公共職業安定所の機能が状況の厳しさ
をカバーしているとも思われる県もある。
　紹介率は，公共職業安定所の「適職紹介」という実質的な紹介条件を満たし
た紹介件数がデータとして反映されており，また，結合系2指標の対象が全
年齢ということもあって，純粋に高齢者雇用を反映し得ないことは否めない
が，とかく雇用においては弱者となりがちな高齢者をとりまく経済的環境を推
測する材料となると思われる。
　4）　3系平均にみる状況
　3系平均では，島根県が1位で62．58ポイントである。上位10位までは，56ポ
イソト以上（5位までは60ポイソト以上）を示している。
　島根県の3系のバラソスは，雇用システム系が1位，就業系も5位と比較
的高い順位につけており，12位であった結合系をカバーする形となった。ま
た，結合系は全年齢対象の指標であることも考え合わせると，高齢者雇用につ
いてのみ考えれぽ，極めて高い水準に位置しているといえよう。
　ついで，長野県が62．37ポイソトで2位であるが，同県では就業系が66．68ポ
イソトで3位，雇用システム系が62．75ポイントで2位であるものの，結合系
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が10位の57．69ポイントで，3系平均をやや下げる結果となった。
　3系平均でもっとも低い値を出したのが沖縄県の36．64ポイントであった。
沖縄県は，もっとも順位の高いものでも，結合系の41位（39．70ポイソト）で
あり，県内の産業構造が大きく影響していると推測される。
　尚，8指標平均でみたポイソトは，全般的には同一県において3指標平均と
の差が前後2ポイント以下であり，順位も前後4位ほどの範囲で上下する結
果となった。
　次節では，図1にあてはめて，各都道府県の高年齢者雇用状況の分類を試
みた。（各都道府県の型は，表2参照）
　5）　EEIにもとつく高齢者雇用の5類型
　各都道府県は，図1の5つの型に代表される特徴を持っている。それぞれ
の型の特徴および今後の課題について以下のことが考えられる。
A：「高機会型」
　雇用システム系平均値は高く，就業系平均値が低い。
　このタイプでは，今後更に働く意志を持つ高齢者が増加してきた場合は，比
較的スムーズに対応できる可能性が高いが，現在のところ実際に働いている高
齢者，あるいは就業を希望する高齢者が少ない。目前にせまった年金等の高齢
者への社会保障制度の変革等に加えて高齢期の能力活用に対する関心の高まり
等により就職を希望する高齢者が増加する可能性は高い。また，企業側として
は，若年労働力の減少等，労働力の質的量的変化等の影響により，ただ「待ち
の姿勢」をとるに終わらず，より積極的に高齢者の労働力を掘り起こしていく
必要性が生じるだろう。また，現在整備されているシステムも運用の適切性を
欠くことになると，就業系のみならず，雇用システム系の値も低下する危険性
を持っているため，雇用者の立場に立った運用を目指すことによって，より充
実した高齢社会を築く可能性を増すことができる。
　このタイプに該当するのは，鹿児島県，高知県他である。
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図1　高齢者雇用の5類型
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B：「活用型」
　雇用システム系，就業系ともに平均値が高い。
　このタイプは，就業人口あるいは就職率が高いため，もしくは都道府県の人
口自体の高齢化度が高いためにシステムが発達してきたか，あるいはシステム
が先行して高齢者が働きやすい環境が築かれたために，雇用人口の高齢化が進
展したかの因果関係は本研究のみでは明確には述べられないが，来るべき超高
齢社会を先取りする環境にあることには違いない。また，現時点では他に先行
して未開分野を進んでいくことに伴なう，不安定性や不確実性をより多くはら
んでいることには間違いなく，いわぽ高齢化社会における雇用のあり方につい
てのパイオニア的存在である。先例のないことに対する不安感を拒否的あるい
は否定的行動にすり替えることが得意なわが国のなかにあって貴重な存在であ
り，それであるからこそ，失敗や不都合の発生を恐れることなく他をリードし
ていくことが求められる。また，現在，雇用システム系，就業系ともに高い水
準であるが，施策内容が質・量ともに，より一層環境に合わせて変更可能とな
るようなフットワークの良さないしは柔軟性や積極的な姿勢を忘れてはならな
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い。そうしなけれぽ他のタイプに容易に転換する結果を招くともいえる。
　このタイプに該当するのは，島根県，長野県他である。
C：「未開拓型」
　現在のところ，雇用システム系，就業系ともに平均値が低い。
　従来の「働くのは若い人」意識が，企業側にも高齢者あるいはその後続世代
側にも根強く，高齢者雇用に対しての準備が全般的に遅々としている。これま
での雇用に関する認識を変革すべく，まずはイソプリンティングされた意識を
解き放つことが必要である。しかも，超高齢社会の到来は目前にあるため，誤
った意識転換促進を施しても，修正を行う時間的余裕は決して多くはない。従
って，同時にできる限り適切な方法を取ることにも意を注がなけれぽならな
い。幸いにも，他のタイプでの事例に学ぶことができ，またそれらをヒントと
して，自分たちにより適合した新しい施策を講じることもできる位置にいると
いう点では，優位である。ここでは，高齢者自身も老けてなどいられず，また
企業もこの問題を逃げてはいられないのである。
　このタイプに該当するのは，山形県，秋田県他である。
D：「高就業型」
　就業系平均値は比較的高いが，雇用システム系平均値が低い。
　このタイプでは，働く意欲あるいは働く意志のある高齢者は多いが，企業側
の受け入れシステムが未だ十分にそれに対応できていないのが現状である。初
期段階でのコストを思い切ってかけることで，現在の高齢者のみならず，それ
をみる後続世代，若年世代の視点からも，将来的な展望を開き，充実した高齢
期を迎えることにプラスの影響を与えるであろうことからも，結果としては現
在コストをかけた割合以上の高い結果を将来得ることができるといえる。ま
た，視点を変えれぽ，高齢社会に対応したシステムを整備していても，それを
実際化する人々がいない，あるいは運用が適切ではない状況にある場合と比べ
れぽ，前述のC同様にシステム整備の上では参考にできる事例やそれを実施
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可能にする労働力も豊富である。
　このタイプに該当するのは，東京都，富山県他である。
E：「日本標準型」
　雇用システム系，就業系ともに45ポイソトから55ポイソトの中間に位置し
ている。
　このタイプでは働きたい高齢者と受け入れる雇用システムがある程度は整っ
ていながらも，未だ将来的な結果に対して「様子見」的な姿勢を拭い去れず，
もう一歩を踏み出すことがなかなかできないでいる状況にある。また視点を変
えれぽ，冒険をしない慎重性を備えているといえる。しかしながら，このタイ
プでは，先行事例を参考にすることのみならず，これまでの経験もある程度蓄
積されてきているために，今後対処すべき課題もそれぞれの都道府県ではっき
りとしてきていることも十分に推測でき，対応の方向性を誤らなけれぽ，雇用
システム系，就業系ともに高水準になる可能性も大きい。逆に方向性，あるい
は実際の運用を誤った場合，例えぽ企業効率偏重の姿勢，ないしは高齢期の心
身の変化の度合いなどを軽視した方法を取った場合は，高齢者の雇用環境が硬
直化したり，システムだけが先行したりといった状態をも招く可能性をはらん
でいる。つまり，中間的存在であるがゆえに，今後の取り組み姿勢，運用状況
によっては，いかなる他のタイプにも転換する。さらに，標準型と言えども安
心できない点は，この型があくまでも日本標準であることである。現状わが国
の労働市場は半閉鎖的側面を残しており，先進諸外国との比較においては，労
働力の流動性は未だ低い。しかしながら，今後は労働市場の流動化を一層加速
させるような動きがあることは見逃せない。加えて，超高齢社会の人口構成や
高齢者の就労意欲あるいは就労の必要性等から，定年年齢や継続雇用の上限年
齢の引上げは必至である。これらの条件が整えぽ，国際比較の可能性も高ま
る。そこで超高齢社会対応の遅れが問題になっているわが国における標準型と
いう位置づけに安心することなく，高齢者の雇用面において先行している国々
にも学ぶ姿勢を積極的にとる必要性がおおいにある。
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表2　高齢者雇用の類型別都道府県名
A：高機会型 B：活用型 C：未開拓型 D：高就業型 E：日本標準型
兵庫県 岩手県 北海道 東京都 宮城県
奈良県 新潟県 青森県 富山県 福島県
高知県 石川県 秋田県 山梨県 栃木県
長崎県 福井県 山形県 群馬県
熊本県 長野県 茨城県 愛知県
鹿児島県 岐阜県 埼玉県 三重県
静岡県 千葉県 滋賀県
鳥取県 神奈川県 京都府
島根県 大阪府 広島県
岡山県 和歌山県 徳島県
山口県 福岡県 愛媛県
香川県 沖縄県 佐賀県
大分県
宮崎県
　このタイプに該当するのは，福島県，佐賀県，広島県，愛知県他である。
　いずれのタイプも長所と短所の両方を備えており，高齢者および企業を取り
巻く社会あるいは経済環境の変化によりスムーズに適応することのみならず，
それらに対して先手を打つ，ひいてはそれらを逆にリードしていくことすらも
可能とするような積極的取り組みが不可欠である。そのためにも，現在の各都
道府県の位置付けを正しく認識すること，またそれぞれの弱い点に重点的に注
力することは，高齢者雇用の具体的施策の参考になるぼかりか，そのことによ
って各都道府県の高齢者雇用促進の早道を知ることにもつながり，適切な方向
へ適切な方法で更に発展していくことを支援する大きな役割の一端を担ってい
るといえよう。（上記のそれぞれの型に属する都道府県名はまとめて表2に記
載した。）
4．　EEIを用いた相関分析の試行
　D　EEI各指標の相関分析
　3．では、高年齢者雇用に関して地域ごとに見た場合の特徴について各都道府
県別に分析を行ったが、ここではEEIを用いることにより高齢者雇用の進展
を人口の高齢化との関連でどれだけ捉えることができるかを検討することとし
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たい。
　まず8つの各指標間の相関関係を調べることによりEEIの指標としての有
効性を検証する。
　次にEEIの8指標のうち，明確に高齢者を対象としている①から⑤の結果
に影響してくると考えられる各都道府県の高齢化の進行度をここでの分析に加
えた。高齢化の進行度を見るために用いた指標は15歳以上人口に占める60歳
以上人口の割合を『国勢調査報告（平成7年）』（総務庁統計局）から算出し
ており，ここでは「高齢者人口割合」と呼ぶ。また，高齢化を表す指標として
は一般的には65歳以上人口の割合を用いることが多いが，ここでは60歳代前
半層の雇用・就業等に注目するため60歳以上の人口の割合を用いた。
　最後に算出されたEEI各指標間の相関係数を手がかりに，制度と実際の就
業および雇用の促進との因果関係を回帰分析によって考察する。
　なお，本章での分析に用いたデータについては，㈲高年齢者雇用開発協会の
黒澤裕氏のご協力を頂いた。
　2）8指標相互の相関分析
　EEIおよび「高年齢者人口割合」の相関係数を算出したところ表3の通り
になった。
　この結果から，高齢者雇用の実態の全体的把握として用いるEEIのうち，
1対のその同義的性質上きわめて高い相関を想定したが，0．8をとるような結
果は見られなかった。最も高い相関係数では，i．60歳以上就業率×求人倍率
の関係で，o．72である。次いで相関係数o．6以上では，　ii．60歳以上就業率×65
歳以上継続雇用制率，iii．61歳以上定年制率×60歳以上雇用率，　iv．65歳以上継
続雇用制率×求人倍率である。ちなみに，iiおよびiiについての2指標間の
因果関係については，後に本章4）で考察ことにするが，iおよびivについて
は，求人倍率が全年齢対象のデータであるため，本研究での検討はこの段階で
とどめることとした。まずはここでの検討は，相関分析によって各指標の持つ
意味の独立性を問うものである。その主旨にしたがえぽ，表3に見られる結
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表3　各指標の相関係数く相関係数0．6以上を反転表示〉
60歳以上
A業率
60歳以上
A職率
61歳以上
阡N制率
60歳以上
ﾙ用率翻轟求人解紹介率 高齢者l口割合
60歳以上
A業率 一 0，491
　　　65歳継続
@　　雇用制率
O．315　　　　　　　0．143
@　　　0．419
一〇．220　　　　　　　　　　　　　0．2080，236
60歳以上
A職率 0，491 『 0，136 一〇．080 0，595 0，476 0，250
61歳以上
阡N制率 0，136 一
　　　　0．189
O。489　　　　　　－0．261
@　　　0．384
0，090 0，300　　　　　0．315
J難　　　…9
@　　　　0．143
一
　　　0．152
|0．252　　　　　　　　　　　　0．161
@　　　0．096
0，395
60歳以上
ﾙ用率
　　　　0．489
O．189　　　　　　　0．384
@　　－0．261
一 一〇．195 0，094 0，411
会社都合
ﾞ職率 一〇．080 一〇．195 一 一〇．078 一〇．057 0，286　　　　一〇．220
＄l倍率　　　　　　0．595
@　　　　0．208
　　　一〇．252
O．152　　　　　　0．096
@　　　0，161
一〇．078 『 0，531 0，472
紹介率 0，476 0，090 0，094一〇．057 0，531 『 0，265
萸、魅・2360，250 0，300 0，395 0，411 0，286 0，472 0，265 『
果から，EEIは指標として用るに支障ないものと考える。
　3）　高齢者人口割合とEEI各指標との相関分析
　本研究進行中において，「高齢化の進んだ地域ほど高齢者雇用において先行
しているのではないか」という予測がなされた。そこで，ここでは各都道府県
の高齢者人口割合とEEIで算出された各指標のポイソトとの相関関係を検討
することとした。
　結果として，表3の高年齢者人口割合と8指標との各相関係数から，両者
の間に強い相関が見られなかった。相関係数が0．5以上の組み合わせはなく，
0．4台の組み合わせとして「求人倍率」との組み合わせと「60歳以上雇用率」
との組み合わせがある。
　このうち，求人倍率との組み合わせは，求人倍率算出に用いたデータが全年
齢対象であるため，ここでの検討から除くことにした。残る60歳以上雇用率
との組み合わせについては，散布図からははっきりした相関があるとは考えに
くい（図2参照）。また，その他の組み合わせでも強い相関が見られないこと
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図2　高齢者人ロ割合と60歳以上雇用率の散布状況
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から，先の「高齢化の進んだ地域ほど高齢者雇用において先行しているのでは
ないか」という予測は実際的ではないことが明らかになった。
　以上のことからEEI各指標は，人口の高齢化の進行度には強い影響を受け
ないと考えられる。他方上記の結果から，現状では高齢化の進行が高齢老の雇
用及びその制度的条件の整備を促進させる直接的要因にはなっていないと推測
される。
　4）　制度の普及と雇用の進展
　前掲表3の相関マトリクスでは相関係数0．6以上の組み合わせは3つあり，
それらは以下の通りであった。
　　　　　　　　　　　　　　　－81一
　i．60歳以上就業率×求人倍率
　ii．60歳以上就業率×65歳以上継続雇用制率
　iii．61歳以上定年制率×60歳以上雇用率
　iv．65歳以上継続雇用制率×求人倍率
　このうちiiとiiiが雇用の制度と実際の雇用との相関になっている。
　そこで以下ではiiとiiiの間の相関に特に注目して制度と就業ならびに雇用と
の因果関係について回帰分析による検討を行った。
　iiについては図3に，またiiiについては図4に見られるように，それぞれ
の指標の表わす数値間には，強い相関が見られる（図3，図4参照）。
　このことから，制度の普及が高齢者の就業もしくは雇用を促進している可能
性が高いと考えることもできよう。ただし，これらの関係は，地域別の企業規
模のぼらつきや産業構造の違いに影響されるといったような撹乱要因を付帯し
ていることも予想されるため，断定するにはより詳細な視点での分析が必要で
ある。しかしながら，61歳以上定年制率や65歳以上継続雇用制率といった雇
用者が長く継続して働くことができる制度と高齢者の就業率ならびに雇用率と
の間に相当密接な関係があるということは，ここでの分析から確認できると思
われる。
　さらに，r労働白書（平成9年版）』は，一律60歳定年が進展，定着してい
るのは，55歳定年から60歳定年への定年延長の促進策が積極的に講じられた
ことや企業が定年延長に努力したことなどによるとしており，50歳代後半層
の同一企業内の残存率が上昇していることから，一律60歳定年制の普及が60
歳までの雇用継続に好影響をもたらしていると分析している（pp．242－243）。
このことは，ここで試行した制度の普及と高年齢者雇用促進の因：果関係の結果
を支援するものと考える。
　『高年齢者就業実態調査（平成8年）』（労働大臣官房政策調査部）では，
60歳代前半層の常用労働者にしめる勤務延長者，再雇用者の割合は約4割
（39．0％）に達しており，高齢期における雇用においては勤務延長者，再雇用
者の占める割合が大きく，またそうした制度を整備することが重要であるとい
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図3　65歳以上継続雇用制率と60歳以上就業率の散布状況
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注）プロット図中の直線は独立変数を65歳以上継続雇用制率とし，従属変数を60歳以上就業率とする
　最小自乗法による回帰直線である。その関係式は以下の通り。
　60歳以上就業率＝23．954＋0．3613×65歳以上継続雇用制率
　R2（決定係数）＝0．350
うことが明らかにされている。しかしながら，制度があっても実質的にはほと
んど運用されていない企業や，制度利用希望者を出さないような不利な条件も
しくは心理的圧力を感じさせる職場の風土などによって，「働けるはずなのに，
働けない」矛盾が起こっている状況もある。逆に，中小零細企業に多く見られ
るように，制度が無くても実際に多くの高齢者を雇用しているという実態もあ
る。このような状況から，実際には制度と実態との乖離状況が多分に予想さ
れ，制度の普及状況が実際に高齢者の就業に影響を及ぼしているのか否か，ま
た影響を及ぼしていた場合にはどの程度であるのかについては，一層多面的な
調査が必要である。とはいえ，本研究での指標の分析によって傍証的ではある
ものの全体的な輪郭を描くことができるのではないだろうか。
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図4　61歳以上定年制率と60歳以上雇用率の散布状況
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注）プロット図中の直線は，独立変数を61歳以上定年制率とし，従属変数を60歳以上雇用率とする最
　小自乗法による回帰直線である。その関係式は以下の通り。
　60歳以上雇用制率＝2．92＋0．287×61歳以上定年制率
　R2（決定係数）＝0．432
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5．まとめと今後の課題
　本研究では高齢者雇用の実態を，労働している人の状況＝就業系，企業ない
しは組織の制度の状況＝雇用システム系，そしてその需給の結合状況＝結合系
の3側面から総合的に把握するための指標作りを試み，その有用性について
若干の検討を加えた。その結果，EEIは指標として有効であることが確認さ
れた。
　上記3側面からの分析についての主要結果は，3．の分析結果で見た通りで
ある。その中でも，3－5）で見た高齢者雇用の5類型について総括的に考察し
てみると，以下の点が浮かび上がる。すなわち，高機会型や活用型といった，
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比較的雇用システムが整備されてきている県はいわゆる地方に多く，大都市を
抱える都府県は，未開拓型や高就業型などの雇用システムの整備が未だ立ち後
れている型に多い。
　例えぽ関東の1都6県で言えぽ，東京都が高就業型であり，茨城県，埼玉
県，千葉県，神奈川県は未開拓型に分類された。このことは，大阪府，福岡県
も同様である。また栃木県，群馬県は日本標準型ながら，栃木県の雇用システ
ム系平均52．18ポイソトを除けば，就業系および雇用システム系は，50ポイソ
トを下回る結果となっている。愛知県もこれに同様である。4－4）で見たよう
に，制度の普及が雇用の進展を少なからずも加速させる要因となっていること
は，高就業型や未開拓型に分類された都道府県にとって，今後見逃すことので
きない課題となるに違いない。
　こうした類型ならびにその基盤となった指標をより有効なものとするために
は，今後の課題として，より一層のデータ項目の拡充ならびに指標の精緻化が
望まれる。特に結合系のデータ項目は，全年齢対象の数値を使用しているた
め，必ずしも指標が高齢者に絞った数値になっていない。
　また高齢者の能力開発の機会，能力開発の実態，あるいは，キャリア・カウ
ンセリング的な機会やその実態なども加えたより幅広い高齢老雇用指標づくり
が可能であり，また重要であると思われる。
　超高齢社会に突入する今，高齢者雇用の個別対策に加え，総合的視点に基づ
くきめ細かな個別対応が求められてくるのは必至である。その実行のために
も，実態を把握する方法として，さらには都道府県内の地域別の状況が，行政
にも住民にも把握可能で，それぞれの高齢老雇用の促進活動が刺激されるよう
な高齢者雇用指標の開発は緊急課題の一つであるといえよう。
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8指標ランキング表5
就業系 雇用システム系 結合系
60歳以
A業者
60歳以
A職率
61歳以
阡N制
65歳以
p続雇用
ｧ率1
60歳以
ﾙ用率
会社都ロ
ﾞ職率　．， 求人倍 紹介率
長野 77．71 石川 80．83島根 82．74長野 72．58山口 78．40滋賀 60．05福井 71．09新潟 73．12
鳥取 6疹．04 山梨 77．35高知 71．77島根 6838島根 68．83愛知 59．47長野 69．41香川 70．68
山梨 66．07 新潟 65．97鹿児島 6623岡山 66．31鹿児島 64．12鳥厳 59．26鳥取 69．11岩手 67．46
福井 65．58 大分 63．27長崎 62．17新潟 66．17高知 63．55茨城 57．71新潟 69．10石川 66．03
島根 65．14 富山 61．56岡山 62．13鹿児島 64．66長野 61．45香川 57．49香川 66．60長崎 64．18
岩手 63．48 島根 60．40 山　口 60．92福井 63．89福井 6L44栃木 57．08山形 61．90茨城 63．78
静岡 61．47 鳥取 59．87長野 60．83岐阜 60．07岩手 60．49奈良 56．99富山 6L78山口 59．34
東京 59．39 香川 59．01岩手 60．64’三重 59．72 「岡山・ 60．14静岡 56．71島根 60．59富山 58．22
??????????????????????????????????????????????
岐阜 5＆82 福井 58，50．宮城 60．34鳥取 59．32大分 59．95長野 56．14岐阜 6040岐阜 56．54
群馬 55．25 大阪 57．98福井 59．08大「分 58．66宮城 59．88群馬 56．12岡山 59．5び福島 56．13
富山 55．24長野 55．65広島 57．03栃木 56．74奈良 57．75兵庫 55．99静岡 58．80山形 55．95
栃木 55．10 広島 55．07熊本 55．20福島 56．73石川 57．12福井 55．14山梨 58．20福井 55．80
愛知 54．99 東京 5499新潟 54．21滋賀 56．05長崎 56．46三重 55．06石川 56．09宮城 55．57
香川 54．61 岩手 5431香川 53．79静岡 54．16佐賀 56．13島根 54．55秋田 55ユ5宮崎
，55．51
岡山 53．94 静岡 54．30神奈川 53．29宮崎 53．92北海道 55．90北海道 54．46岩手 54．71栃木 54．48
石川 53．62 岐阜 『53．02 岐阜 52．96愛’知 53．67三重 55．56福島 54．14山　口 54．11山梨 54．10
17山口 53．57 三重 52．26石川 51．67富山 53．67岐阜 52．90山口 53．79広島 52．75鳥取 53．87
京都 53．30 京都 5L52京都 51．57石川 53．22青森 52．42岐阜 53．74愛媛 52．16大阪 53．42
新潟 5Ll3宮城 51．42兵庫 49．97香川 53．16和歌山 52．17岡山 53．15栃木 5L81広島 52．30
広島 50．90和歌山 49．67滋賀 ’49．72 愛媛 52．18新潟 5L73広島 53．05三 51．27島根 52．08
茨城 50．75 岡山 4938宮崎 49．69山梨 51．76宮崎 50．47熊本 53．04宮城． 50．82沖縄 5LO9
埼玉 49．82 徳島 49．35愛知 49．38徳島 50．52山梨 49．43佐賀 53．04福島 50．27秋田 50．72
滋賀 49．60 佐賀 4924栃木 4921岩手 49．89神奈川 49．14長崎 51．70群馬 49．88鹿児島 50．02
佐賀 49．36北海道 48．72佐賀 48．83茨城 49．20沖縄 49．01埼玉 51．68愛知 4739静岡 49．55
???????????????????????????????????????????
膚森 4925宮崎 47．94東京 48．73熊本 48．98徳島 48．59沖縄 51．58滋賀 47．03群馬 49．40
???????????????????????????????????????????????
福島 48．71 長崎 47．89青森 48．73高知 48．09福岡 47．93千葉 51．53大分 46．36愛媛 49．37
鹿児島 47．91 滋賀 46．78大分 48．35兵庫 47．83熊本 47．84愛媛 51．50佐賀 46．31’東京 49．09
高知 47．89 山口 46．63静岡 47．65宮城 46．75滋’賀 47．69　F蜊 51．41茨城 45．87北海道 49．03
千葉 47．30 愛媛 46．08山梨 47．58山口 46．63．京都 4732神奈川 51．37和歌山 45．66大分 48．87
山形 46．89 福岡 45．65愛媛 47．45奈良 46．50兵庫 46．80福岡 51．03徳島 45．07滋賀 48．83
愛媛 46．44鹿児島 45．06大阪 46．21群馬 45．85香川 46．60大分 5029富崎 44．68岡山 47．58
三重 46．38栃木 44．82奈良 46．02神奈川 45．72「鳥取 46．42石’ 50．28長崎 44．60佐賀 46．55
宮崎 45．95神奈川 44．78埼玉 45．60和歌山 45．57栃木 45．70岩手 50．21東京 43．68奈良 4639
和歌山 45．72 青森 44．77千葉 44．52青森 45．46群馬 45’34京都 49．72鹿児島 42．27長野 45．97
大分 45．67福島 44．41福島 43．60京都 45．21広島 45．23東京 49．42兵庫 42．15福岡 45．22
徳島 4520奈良 44．40鳥取 43．53広島 45．14愛媛 43．き6 山梨 48．90埼玉 41．70青森 42．80
神奈川 43．75 群馬 43．76三重 43．09大阪 43．45千業 4L98新潟 48．53千業 41．51神奈川 42．79
宮城 42．30 熊本 43．15徳島 42．69埼玉 43．09静岡 41．56鹿児島 47．91京都 40．65和嵌山 42．48
大阪 39．51 山形 42．89茨城 41．38佐賀 42．33富山 40．38宮城 47．55北海道 40．41三重 39．76
秋田 39．31 兵庫 42．71群馬 41．21福岡 40．29埼玉 39．44和歌山 47．27奈良 40．30京都 38．79
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R6
R7
R8
R9
S0
S1
S2
S3
????
北海道 39．02 秋田 4L99福岡 40．35千葉 39．52福島 38．01高知 47．17熊本 40．02熊本 38．11
奈良 38．60千葉 39．ユ7 沖縄 39．94秋田 39．37愛知 37．05富山 39．95大阪 39．16兵庫 36．71
兵庫 38．51 愛知 38．85北海道 35．71長崎 38．08大阪 36．93宮崎 39．06青森 38．63愛知 34．92
熊本 36．37埼玉 38．56和歌山 34．66東京 33．56茨城 36．86徳島 39．02福岡 38．31千葉 34．65
長崎 33．35 茨城 36．81秋田 33．62山形 32．52秋田 33．39山形 37．19神奈川 37．95埼玉 32．31
沖縄 29．04 高知 31．83山形 33．16北海道 27．99東京 31．22青森 16．52高知 36．51高知 31．23
福岡 29．04 沖縄 27．43富山 32．82沖縄 27．42山形 29．44秋由 3．06・ 沖縄 28．31徳島 29．22
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